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                       今年は半月遅れ

第1２回 とちぎ地域・自治フォーラム

｢子ども虐待を考える～背景と解決に向けて｣
■ と き ２０１９年１１月４日(月)１３:３０～
■ ところ 宇都宮市総合コミュニティセンター集会室

（〒320-8540 宇都宮市旭1丁目1-5 TE:028-632-2222）

■ 資料代 1000円（会員800円、学生500円）

基調講演 １３:３０～１４:５０

子ども虐待とは何か、現状とその背景、解決に向けて
  講師 浅 井 春 夫 立教大学名誉教授

報  告 １５:００～１５:４０

栃木県の子ども虐待の現状と自治体の対応
報告 直井 茂 元栃木県児童相談所職員

討    論 １５:４０～１６:３０

・市町からの現状の報告も交えて、子ども虐待の解決に向けて討論します。

司会 太 田 正（とちぎ地域･自治研究所理事長、作新学院大学大学名誉教授）

○ 地方自治体の「会計年度任用職員」移行の問題点と全国の闘いの状況について

大 島 政 雄 ２
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地方自治体の「会計年度任用職員」移行の問題点と
全国の闘いの状況について

大 島 政 雄 (理事、栃木公務公共一般労働組合執行委員長)

総務省の 2017 年 5 月 17 日付け地方公務

員法及び地方自治法の交付通知と 2017 年 6

月28日付けの運用通知により、2020年4月

から現在自治体で行われている臨時・非常

勤職員制度が「会計年度任用職員」という

制度に一本化されます。来年４月からの制

度となるため各自治体では９月議会、遅く

とも12月議会に条例案が提出され、今後募

集などの手続きが行われる予定です。

この新制度による雇用は、最長でも１年

という有期雇用であるため、「任期の定めの

ない常勤職員を中心とする公務運営」の原

則から逸脱し、地方公務員制度の重大な転

換となります。地方自治体の業務を管理権

力的業務とその他の業務に区別し、前者を

正規職員が担い、その他は、会計年度職員

や任期付き職員、派遣、委託などに置き換

えようというものです。

また、現在民間では有期雇用を繰り返し

6 年目に入ると、労働契約法第 18 条により

無期雇用に転換することができますが、公

務の職場ではこの制度の下で繰り返しの雇

用で 6 年目に入っても、公務の職場への採

用は労働契約でなく「任用」であるとの判

例解釈が続いていて、この法律の適用はあ

りません。したがって、この制度は非正規

職員の固定化と正規の職を非正規の職に置

き換えることを狙うものとなっています。

このため自治労連などでは、給与・労働

条件などの引き下げや正規職員の削減によ

る職の置き換えを許さず、待遇の向上、正

規職員化を求めてたたかっています。

多くの自治体で、この制度移行に向けた

交渉がヤマ場を迎えており、8 月に開催さ

れた自治労連第41回定期大会では、取り組

みの状況が報告されていますので、主な報

告について次に記載します。

１ 自治労連の当局に対する働きかけの重点

事項（自治労連の組合がある自治体での

内容）

ア 制度にかかる条例事項について、合意

と納得に基づく協議・交渉を行い、賃金

労働条件に付いて「同一労働同一賃金ガ

イドライン」なども活用した均等待遇を

求める。

イ 「職の検証」を人員闘争と結びつけ、

業務内容にふさわしい職員配置を求める。

恒常的業務に従事する場合には、本人希

望による正規化を求める。

ウ 労働基本権は憲法に保障された権利で

あるから「職員団体」「労働組合」にかか

わらず、自治体当局との間に労使関係を

構築し交渉を求める。交渉拒否がある場

合には、その不当性を徹底的に追及する。

エ 人事院勧告による初任給改善や最低賃

金額の引き上げを、確実にベースアップ

に反映させることを求める。

オ この制度による職員も憲法第28条の勤

労者であるから、任用論による雇止めの

不当性に対する世論・合意を拡げ、民間

法制と同様の措置を法律上に位置付ける
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ことを求める。

カ 従前の勤務実績に基づき希望者につい

ては、職場の人員体制、業務執行能力の

観点から、優先採用するよう上申運動を

進める。

２ 各地の到達点について

・倉敷市：昨年度の段階では、雇用は最大

で１年としていたが、交渉の結果、繰

り返しの雇用を認め、あわせて経験加

算を５段階まで行う。

・世田谷区：公募によらない任用の繰り返

しに回数の上限を設けない。報酬は、

職務の難易度や常勤職員との権衡によ

り決定する。

・福島県：６月に県内すべての議会の全会

派の議員に説明会の開催を呼びかけて

実施する。２議会で現行の労働条件を

下回らないことが語られた。

・西宮市：８回で２００人を超える職員を

集めた学習会を開催し、現在の水準を

下回らない労働条件を守る事で合意し

た。

・大和郡山市：全員をフルタイムから、パ

ート型にし、年収を下げない提案がさ

れる。当局の不誠実な対応を職員に訴

え、相当数の組合員を増やし提案を一

部押し返した。

・横浜市：総務省の指針よる合意では改悪

となることから、現在支給されている     
勤勉手当分を基本報酬に組み入れるこ

と等改善し、継続雇用の要件を緩和し、

職ごとの賃金区分の設定を行わせるな

ど交渉をしている。

・上田市：市の提案に対し、臨時・非常勤

職員の職別に構成している３労組が統

一して取り組み、前進を見たので妥結

している。

・島田市：市は、制度移行にともない悪名

高い「包括委託」を計画していたが、

本部と弁護団と連携し、３月市議会で

委託予算を全会一致で否決させた。９

月議会には、前回の１割規模の計画を

提出してきており、たたかいが続いて

いる。

・千葉県：船橋市をはじめいくつかの単組

で不十分ながらも現職員の雇用確保、

現行給与や休暇制度を維持させた。１

２月議会への提案も多いので秋のたた

かいが山場となる。

・東京公務公共一般労働組合：この制度に

より、職員身分が特別職でなく「一般

職」（正規職員と同じ公務の職員区分）、

となることから、当局との交渉形態が

変わる。新制度移行と同時にスムース

に交渉ができるよう職員団体登録を行

う必要があり、取り組みを進めている。

現在東京都と中野区が登録している。

なお、当組合では該当組合員がいないので、県内各自治体当局との交渉をしてい

ません。会計年度任用職員制度については、当研究所 所報 第 181 号（2018 年２月

号）」に掲載していますので、次に再掲載します。
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【2018 年２月１日付け所報第 181 号から再掲】

｢会計年度任用職員｣で職場や仕事はどうなる？
             大 島 政 雄 (理事、栃木公務公共一般労働組合)

１ 会計年度任用職員の概要

（１）地方公務員法、地方自治法「改正」

    の背景

法「改正」により「会計年度任用職員」

を創設し、2020 年度から実施することとし

たが、その背景には臨時・非常勤職員職の

運用が混乱しているのでこれを整理するこ

と、自治労連を中心とした各地の臨時・非

常勤職員の採用・待遇改善の裁判や、民間

の同一労働同一賃金の動きから待遇改善の

必要性が高まったこと。

（２）地方公務員法、地方自治法「改正」

   の概要

・特別職非常勤職員（嘱託）《新地公法第３

  条３項》の創設

現在多用されている嘱託保育士など

の上司の指示のもとに働く者はこの職と

しない。

該当職は、学識・経験のある人に厳格

化され学校医、学校歯科医などに限定さ

れる。

・臨時的任用職員《新地公法２２条の３》

  の創設

現在多用されているが、新法では正規

職員に欠員が生じた時にのみ厳格に任用

する。

（３）会計年度任用職員《新地公法第１７

  条、第２２条の２》

現在の大多数の臨時職員、嘱託職員など

は会計年度任用職員とする。

（４）会計年度任用職員とは

・任期は会計年度内の期間で、最長１年、

繰り返し任用するかは自治体の判断。

・３カ月等の短期の任用を会計年度内で繰

り返すことは可能でこれは「更新」とい

う。年度を越えると「再度の任用」という。

・フルとパート（勤務時間が正規より一日

１分でも短時間であればパート）の２つ

のタイプを創設し、処遇（給与・報酬、

手当）で差別

・服務規律は正規職員と同じ義務・規律を

課す

・正規と同様に条件付き採用期間がある。

任用の都度最初の１月の間が該当。

（５）営利企業・事業への従事制限

フルタイム会計年度任用職員は許可を得

なければ従事できない。

（６）どのくらいの人数が該当するの ？       

2016 年のデータですが、全国で特別職非

常勤２２万人、臨時職員２６万人、一般職

非常勤１７万人となっていて、100％近くが

会計年度任用職員となりそうです。

（７）総務省の基本的考え方

会計年度任用職員の職の設定に当たって

は、それぞれの職の必要性を十分吟味する

こととし、ＩＣＴの徹底的な活用、民間委

託の推進等による業務改革を進めること。

(総務省通知) ⇒ 職員削減、業務の外注

の増大
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２ 総務省の「職」の概念

（１）常勤の職とは、従事する業務の性質

と勤務時間に関する要件があり、具体的

には「長期間任用される職員をつけるべ

き業務に従事する職であって、標準的な

業務の量がフルタイム勤務とすべき職」

である。（総務省通知）

（２）常勤の職の概念は、自治体の「本格

的業務」の考え方と同様であり、具体的

には管理、運営、権力的業務に限定され

る。これ以外の業務は、非常勤の職で、

会計年度任用職員への置き換えができる

（進む）。（地方公務員月報）

３ 総務省が描く各自治体でのスケジュール

・２０１７年６月 新法運用の通知

・２０１７年度中 任用や勤務条件等の検

   討着手、職員団体との協議開始

・２０１８年度 任用や勤務条件等を確定、

   職員団体との協議本格化・合意形成、  

３月議会で条例・規則提案

総務省が自治体に対し進捗状況調査          

・２０１９年度 会計年度職員の募集

・２０２０年度 ４月から新地公法施行

４ Ｑ＆Ａ

（１）繰り返しの勤務は出来るの ？

・年度を越える再度の任用もできますが、

筆記試験や面接が実施され、次の任用の

時に職員の意思に反し雇止めの発生もあ

り得ます。

・年度内最長１年とされたということで、

この適用で一方的な雇止めの恐れもあり

ます。

・安定雇用がなければ、仕事への情熱もさ

め離職希望職員が増え仕事の質の低下や

慢性的な人員不足の恐れもあり。

（２）法改正に当たり付帯決議がされたと

   聞きましたが ？

  自治労連の奮闘により、「より良い人材を

確保し、安定した雇用を実現するため、引

き続き正規職員とともに公務を担うにふさ

わしい賃金・労働条件を検討する旨」付帯

決議が採択されています。

（３）フルとパートを作るけど、処遇の差

  別はないの ？

・パートに支給できるのは期末、超勤、通

勤手当のみ、フルに支給できるのは前出

の他に特勤、地域手当など必要に応じ

１２手当があり、かなりの差別です。

・マスコミでボーナスが出ると報道されま

したが、支給されるのは期末手当で勤勉

手当はどちらにも支給はされません。期

末手当についても、将来には正規と同水

準という設定です。

・どちらにも正規には支給される住居、扶

養、寒冷地手当等はありません。

（４）期末手当の支給で年間給与はふえる

  の？

安心できません。財政上の理由を盾に、

基本賃金を現行より下げて、手当分を計上

する可能性もあります。

（５）再度任用の場合の給与の設定は？  

学歴、経験年数により、「前歴換算」や

「昇給」ができるとし、号給の加算方法を

例示しました。しかし、その水準は最低賃
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金を若干上回る程度で大卒正規の初任給が

上限です。

（６）現在の特別職ならできた労働委員会

への申し立て等は ？

雇用や処遇が不安定にも拘わらず、任用

による一般職職員への誘導で、職員の労働

者の権利としての労働委員会闘争が不可能

になります。

（７）総務省通知には１００％拘束される  

  の？

新法運用の通知やマニュアルは、通知に

記載がある通り、各法律に基づく「技術的

助言」であって、自治体の事務処理を法的

に拘束するものではない。調査要領や様式

も例にすぎず、市民要求に応え、市民生活

を支える職場や自治体組織を確立させる調

査ができます。

（８）制度の問題点はどうなの ？

・職場から専門性が喪失してマニュアル労

働化する恐れがあり、市民の権利や福祉

を擁護増進する自治体労働者の本来の仕

事をする職員がいなくなる。

・恒常的な業務であっても、自治体の裁量

一つで正規が担っていた業務を、会計年

度任用職員とすることもありえ、正規か

ら非正規への置き換えが進むことになる。

・「改正」が雇用一般に与える影響

労働契約法は適用除外とされ、雇用

は年度ごとのリセットになる。同法の

無期転換ルールを民間企業に守らせる

立場であるのに、自治体が自ら踏みに

じって良いものか。

・県内にはありませんが、自治労連の真

剣な取り組みにより、一部の組合では

現在の非正規の方の処遇が今回示され

た内容を給与・手当等で既に上回って

いる組合もあります。この様な自治体

では、現行の処遇を今回の「改正」に

より引き下げされないようにする協

議・闘争が必要です。

５ まとめ～憲法を暮らしに生かし、市民サービス優先の自治体のための運動を

政府・総務省の地方自治体への姿勢は、

トップランナー方式をはじめ、この間の

様々な方針で明らかなように、「公共サービス

の産業化」と称する大企業の利益を創出する

方向での公務業務・公共サービスの縮小・変

質にあります。今回の法「改正」もこの一連

の動きの一つとしてとらえねばなりません。

市民の命と暮らしや権利を守る自治体の

業務は、恒常的・専門的であり臨時的で非

常勤的な職員が担うことを想定していませ

ん。しかし、どこでも行政コスト削減の圧

力のもと非正規化が進んでいますが、今回

の法「改正」は、実態を追認しており、運

用次第では非正規化の一層の拡大をする危

険性もあります。

ただ、今回の「改正」は同一労働同一賃

金や官製ワーキングプアの是正を求める労

働者・労働組合のたたかいの積み重ねによ

るもので、一定の前進もあります。

憲法を暮らしに生かし、市民サービス優

先の自治体業務を行うために、雇止めの心

配をすることなく、笑顔で市民と交わり、

楽しく仕事ができる職場と安心して暮らせ

る自治体をめざし、労働組合、自治体議会

議員、労働者、市民の方々が、手をつなぎ

運動を繰り広げる必要があります。
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【※参考「住民と自治」2018年 5月１日第661号18頁から】
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